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研究成果の概要（和文）：本研究は、中小企業を対象とした総合的で簡便な企業防災診断システ

ムの開発とその展開を目的としたものである。企業防災診断システムは、防災カルテ、耐震診

断、被害予測、被害低減対策マネジメントから構成される。基礎データを得るため、大地震に

おける建物・設備、生産設備等の物理的被害と経営的被害の調査及びそのデータベース化や、

企業防災力の現状把握調査などを実施した。また、この防災診断システムの有効性についても

確認した。 

 
研究成果の概要（英文）：This research aims at development of the synthetic and simple 

earthquake disaster prevention diagnostic system for small and medium-sized 
companies. A company disaster prevention diagnostic system consists of a "disaster 
prevention chart", "seismic capacity evaluation and damage prediction", and "damage 
reduction measure management." In order to obtain basic data, investigation of "the 
physical damage of a building, equipment, a production facility, etc.", "economical 
damage", and "the present condition of the disaster prevention power of a company" 
was conducted. Moreover, relation between "physical damage" and "economical 
damage" was clarified, and it checked also about the validity of the disaster prevention 
diagnostic system. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）企業での事業継続計画(BCP)の普及の必

要性と企業側の認識の低さ 

（2）経営基盤が弱い中小企業の地震防災対

策の低さ 

（3）中小企業でも容易に地震被害が予測で

き、経営的被害低減のための対策を選択でき

る手法の必要性 

（4）物理的地震被害と経営的被害を関連付

けた研究の少なさ 

（5）災害のデータに基づいた企業経営のた

めのマネジメント技術の未整備 

 
２．研究の目的 
(1)大地震時における中小企業の建物、建築設

備、機械設備などの物理的被害と、経営的な

被害を調査によって把握する。 

(2)今後想定される地震時において企業が受

ける建物被害や経営的被害額を予測する簡便

な予測式を提案する。 

(3)事業再開のために被災予測に基づいた対

策とその効果を企業に分かりやすく提示する

手法を開発する。 

(4)経営者自身が具体的な対策を実施するた
めの経営的な判断ができる材料とマネジメ
ント手法を開発する。 
 
３．研究の方法 
(1)アンケート調査などによる企業の業種や
経営基盤、地震動の大きさなどに応じた被害
実態の把握 
(2)物理的被害と経営的被害の関係について
のデータベース化 
(3)建物・建物設備・生産設備に関する簡易な
被害予測手法の開発 
(4)将来地震被害が予想される地域における
企業の物理的・経営的被害額の予測 
(5)地震被害予測に基づく対策と費用対効果
を考慮した防災診断システムの構築 
(6)防災診断システムの実用化のための検証
調査 
 
４．研究成果 

(1)地震被害について 

企業の業種や経営基盤、地震動の大きさな

どに応じた被害実態をデータベース化した。

主な結果は、①今回の調査では、直接被害金

額が損失総額に占める割合は約７割でその

中でも建物などの被害が最も大きく、損失総

額に対して約５割に達していることが明ら

かになった(図 1)。また、間接被害の中では、

売上げの減少の影響が最も大きく、損失総額

に対して約２割を占めた。 

②企業に発生した直接被害金額と間接被害

金額の間には、ばらつきはやや大きいものの

正の相関が見られた。ばらつきが大きい理由

としては、直接被害の発生に伴って、単に売

上げが減少するという単純な構図だけでは

なく、様々な要因で間接被害が発生している

ことを示しているものと考えられる。 

 

(2) 被害額予測手法の開発について 
建物などの物理的被害と経営的被害の関

係に基づいて、簡易的に企業の経営的な被害

予測を行うための方法について検討した。そ

の方法を図 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 1 企業の地震被害率曲線図 

 

種々の地震動強さに対して企業にどのく

らいの経営的な被害が発生するかを予測す

るには、企業の地震被害データや分析がまだ

不十分であるが、今後、企業の地震被害のデ

ータ収集・整理、被害相互の関係の分析を進

めることによって、地震被害の実態に即した

企業の経営的な被害予測手法を提案するこ

とが可能になると考えられる。 
 
(3) 企業防災診断システムについて 

中小企業を対象とした簡易な企業の防災

力を見る防災カルテ、耐震診断、被害予測、

被害低減対策マネジメントという一連の企

業防災診断システムを構築した。 

①防災カルテ 

防災カルテは企業の防災力を簡易に診断す

るもので、経営資源であるヒト･モノ･カネ・

情報の４つを評価軸として用いている。カル

テは、これらをさらに表1に示すように、①人

的訓練、②人的対策、③物的現状、④物的対

策、⑤カネ、⑥情報６つの大項目に分類し、
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74からなる小項目に基づいて防災力を判定し

ている。 

この結果を専門家ではない人にもわかりや

すく表現するためレーダーチャート図を採用

し５段階評価で表示した。レーダーチャート

の｢形が整って｣いて、｢大きい｣ほど企業の防

災力が高く理想的な形といえる。またカルテ

の得点合計を重み付けにしたがって集計し、

これを100点換算したものを用いて企業の総

合的な防災力の評価値を求めている(図2)。 

 

表1 防災カルテの項目一覧 

大項目 小項目の内容 

人的訓練 
社員に対する実施訓練や防災マニュアル

の有無等、社員の地震に対する予備知識に

ついての評価 

人的対策 
被災時における避難の安全性や応急処置

など準備等、社員への防災対応についての

評価 

物的現状 
避難誘導灯や機械自動停止装置などの内

部の安全性と耐震化や地盤状況の確認等、

建物についての評価 

物的対策 

家具転倒防止策や出口の確保などの避難

の安全性や備蓄等、物的な危険性のあるも

のに対して人間側がソフト的に対応する

ことについての評価 

カネ 
被災時の手当てや融資の確保、地震災害保

険等、金銭面についての評価 

情報 

被災時における社員やその家族の安否確

認やデータバックアップ、緊急地震速報の

活用、地域とのコミュニケーション等に 

ついての評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 防災カルテによるレーダーチャート例 

 

近年の調査調査によると、「金銭」や「情報

」面の対策が低く、「物的対策」や「人的訓練

」面が高いこと、そしてハード面が進まずソ

フト的な対応に留まっている傾向がある。 

②建物診断調査 

建物立地の地盤、建物や生産設備等の耐震

性などに問題がある企業が約2割程度あり、家

具・什器や生産設備に対する予防対策が遅れ

ている。 

③BCP概念図の指標化 

BCP概念図(図3)の縦軸の操業率の落ち込み

度合いや、横軸の復旧時間（速度）に影響す

る指標を明らかにし、対策を講ずる資金的余

裕について助言できる経営指標について検討

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 BCP 概念図（中小企業庁運用指針に加筆） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この概念図を説明する経営指標として「長

期固定適合率」と「当座比率」を用いた。愛

知県下の製造業93社に対して2つの指標値を

調査したところ、図 4 に示すように、長期固

定適合率が 100％未満で、かつ当座比率が

100％以上の、投資余力があると考えられる企

業が大半である。一方、長期固定適合率と当

座比率がいずれも良好でない企業も約 2 割程

度存在する。 
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(4)簡易防災診断システムの有効性について

図 5は防災診断の流れを示したものである。 

防災担当者、経営者を対象に簡易防災診断シ

ステムの有効性に関する調査を実施し、その

有効性を確認した。しかし、被害低減対策マ

ネジメントについては、マネジメントを受け

たいとする企業が、費用があまりかからない

という条件でも半数程度に留まることも明

らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 5 防災診断の流れ 

 

(5)関連研究について 

①地震動による人の心理学的・生理学的影

響に関わる実験 

揺れに関する人への影響に関する研究は

ほとんど見られず、特に高齢者層を対象とし

た地震動による心理・生理的影響についての

研究は行われていない。そこで、観測された

地震動を利用した実験を行った。その結果、

年齢層別、性別では、心拍、血圧、唾液アミ

ラーゼなどの生理的影響は高齢者や男性に

見られ、また状態不安をみる STAI などの心

理的影響は若年者や女性に生じやすい傾向

があることなどが明らかとなった。 

 ②緊急地震速報の利活用調査 
緊急地震速報は防災対策の有力な方法の

一つではあるが、その実態は明らかでない。
そこで利用者としての「企業」、地震速報を
配信する「利用協議会」、研究開発する「研
究者」の三者を対象に、緊急地震速報配信上
の問題点や将来性に関する調査を行った。こ
の結果、緊急地震速報を導入している企業は
わずか 7％しかなく、ほとんどの企業が緊急

地震速報を導入していない。また、緊急地震
速報の評価は、企業、利用協議会、研究者の
三者とも賛否両論がある。企業、利用協議会、
研究者がいずれも緊急地震速報が有効活用
されるためには、予測震度の精度の向上が必
要であることを挙げている。今後、緊急地震
速報が普及するためには、こうした問題点を
解消していく必要がある。 
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